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■ 要 旨 ■ 

日本においては「宴のあと」事件判決で「放っておかれる」権利として認められたプライバシー権

は、社会の情報化や IT技術の発展の歴史の中で、多くの人びとに意識される基本権のひとつとな

ってきた。モバイル・コミュニケーションの利用が一般化し、ビッグデータ時代を迎えた今日、個々

人のプライバシー保護と個人に関する情報の適正な利活用についての整理と検討が喫緊の課題

になっているが、一般の人びとのプライバシー権に関する意識や態度はいまだ未成熟で、個人情

報の適正管理についても、立場や解釈の相違を孕んだ複数の議論が継続している状況がある。本

報告では、私たちの情報環境のあり方と各時代のプライバシー保護の要件を通史的に確認し、そ

こから、ソーシャルメディアなどを通じて人びとが自らの「日常」を広く社会に公開する事態が常態

化しつつある現在のネット社会を鑑みたプライバシー権のあり方と個人情報の適正利活用のバラン

スを考察する。 
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■ 問題意識 ■ 

コンピュータや情報ネットワークの日常社会への浸透とインフラ化が進んだことと、情報処理環境

の機能向上によって、現在、コンピュータ・ネットワークを活用して収集・蓄積された多種大量の電

子情報をさまざまに連携させて分析・活用する動きが活発化している。そうした動きは、ビッグデー

タやオープンデータの利活用というキーワードとともに人びとの耳目を集めているが、マスメディア

の報道なども含めて、これらのキーワードに関連する世の中の動向を追いかけてみると、ことばや

概念の雰囲気が独り歩きするような形で、誤解や誤謬を含んださまざまな印象形成が行われてい

る状況が見えてくる。 

例えば、ここ数年の情報通信白書で再々、パラダイムシフトやパラダイムの転換といった状況の

指摘がなされていることから端的にうかがえるように、2010 年代に入って以降、私たちが日々接す

る情報環境は大きな転換期を迎えていて、各種情報の利活用に関して、専門家を中心にさまざま

な立場からの意見表明や議論が行われている。しかし、これらの議論は残念ながら、少なからぬ人

びとにとって、自分の日常とはかかわりの薄いどこか特別な議論として知覚されているようで、ビッグ

データなどの利用に関しては、「よくわからないのだけれど」という前置きつきで「便利になるならう

れしい」や「怖い、気持ち悪い」といった抽象的で素朴な感想を述べるにとどまる人びとが一定数存

在していることが、メディアの報道やネット上での言説の観測から見てとることができる。 

報告者は、こうした認識のある種の乖離には、各種の議論が、時として可能性の問題に基づい

た極論的推論の領域に踏み込んでしまい、「今そこにある」問題に関する議論だと認識されにくくな

ってしまうことなども影響しているように考えている。そこで、本報告では、情報環境の発展史を整

理するとともに、私たちの日常と情報機器の時代時代での関係性を確認し、それらの整理から、今

日のパラダイムシフトが、いかなる意味でパラダイムシフトであるのかについて論じることで、モバイ

ル・コミュニケーションの利用が一般化し、ビッグデータ時代を迎えた今日のネット社会において、

個々人のプライバシー保護と個人に関する情報の適正な利活用のバランスをどのようにとっていく

必要があるのかを考えていく。 

■ 電子計算機やコンピュータと社会の関わり ■ 

ビックデータやオープンデータの利活用に関する話題を追いかけていくと、しばしば、「それらの

利用でまったく新しい状況が生み出されてくる」といった言説に行き当たる。これらの「ビッグデータ

の利活用で革新的な変化が生じる」や「ビッグデータの利活用はかつての産業革命に匹敵するよう

な経済成長の原動力になり得る」といった謳い文句に事情に明るくない人たちが接した場合、まる

で０が１になるような、何かまったく新しい状況が現出してくるかのような感想をもつことが少なから

ずあるようだ。コンピュータや各種情報端末と情報通信網の発展により、2010 年前後をひとつの潮

目として、私たちを取り巻く情報環境に劇的な変化が生じているのは事実である。しかし、ビッグデ

ータやオープンデータの活用がどのような目的で行われているのかを確認すれば、時に「ビッグデ

ータ革命」といわれる変容の日常的な発露は、0が1になるような非連続的で劇的な変革ではなく、



総体としてみればコンピュータの登場以前から連綿と続いてきた社会分析や人間理解のための模

索の一部に収まってしまう、下手をすれば「便利になったね」の一言で流されてしまいかねない連

続的な変化として、私たちの眼前に立ち現れてくるものであることがわかる。 

いわゆる「ビッグデータ革命」はさまざまな技術の発展によって支えられているが、中でも重要な

もののひとつとして、ICチップや RFタグによる固体識別関連の技術が挙げられよう。この技術の開

発と低廉化によって、さまざまな物通や人びとの行動を、電子的な符丁を用いて非常に少ない手

間で管理・追跡できる技術路環境が整えられたことは、ビッグデータのような膨大な情報群をより実

態に即した形で収集し、それらを連携、解析することを可能にした。こうした作業は、膨大な量の情

報塊を漏らさず実用的な速度で記録・保存して、さらに演算処理が可能な、記憶媒体や演算装置

の登場によっても支えられているが、IC チップや RF タグの導入によって、全数調査に等しい膨大

な量の情報収集が現実のものになる部分の重要性を見過ごすことは出来ない。 

改めて確認することでもないが、それこそホレリス統計機械の昔から、情報機器は、大量の生デ

ータを分析してさまざまな事象の動向を把握するために用いられる側面を持っていた。また、コンピ

ュータには、その発展のごく初期の段階から、情報をデジタル化してデータベースに蓄積していく

役割が与えられていた。つまり、情報を電子化して集積し目的に応じて分析するという観点からみ

れば、誰がどのような手法でどの範囲の事象を、さらに言えば、どのような精度で電子データ化す

るかという部分には差こそあれ、われわれのコンピュータ利用は、その初期の段階からそれほど大

きく変わってはいないということができる。 

しかし、固体識別関連の技術が、「誰がどのような手法で情報を電子化するか」という部分にもた

らした変化はたしかに、革命と呼んで差し支えない変化であるといえる。そのことを、ファストフード

店のクーポンチケットを例に考えてみたい。 

■ ICチップやRFタグによる固体識別技術が私たちにもたらした変化 ■ 

昔から、ファストフード店では、さまざま形で割引クーポンを提供し、新規顧客の開拓と顧客の固

定化に努めてきた。こうしたクーポンの中でも、紙に印刷したクーポンチケットは、今日でも、会計の

清算時、商品の提供時、あるいは新聞への折り込み広告など、さまざまな機会に私たちへ提供さ

れる、伝統的なクーポンである。 

さてここで、この紙のクーポンの実効性を測定しようと思った場合、さまざまな困難が生じてくる。

ファストフード店のクーポンチケットは、多くの場合、印刷で大量に作成されるものなので、配布した

クーポンがどのような経緯をたどって実際の使用に至ったのか、その流通経緯を追跡することが困

難である。したがって、クーポンチケットが顧客の固定化にどの程度役立っているのかを測定しよう

と思うと、顧客ごとに種類を違えたマーキングを人力で施すなど、追加でそれなりの手間をかける必

要が生じることになる。実際、電子的な手法を用いない場合、顧客の固定化はスタンプカードなど、

別の手段で行われるのが常である。 



これに対して、マクドナルドのか指してクーポンに代表される、おさいふケータイの IC チップを利

用した電子クーポンシステムでは、個々の顧客を ICチップで識別可能になるので、システムの作り

こみ方によるものの、理論上、クーポンを取得してから実際に利用するまでのライフサイクルや、ク

ーポンそのものの利用頻度や、クーポンシステムそのものの利用・確認頻度といったさまざまな情

報をファストフード店側が把握・収集可能になる。 

クーポンを利用する顧客の側からすれば、紙のクーポンでも、メールマガジンや店舗のウェブサ

イトから提供される電子クーポンでも、おさいふケータイ型の電子クーポンでも、利益享受にかかる

手間に多少の差異がある程度で、得られる利益そのものに大きな違いはない。つまり、電子的な固

体識別機能がもたらす状況変化は、顧客の側からすると「手間が多少省けて便利になった」程度

のささやかなものにとどまるといえる。しかし、店舗の側に立つと、これらのクーポンの間には、顧客

の消費行動の実際を把握するために必要なコストがまさに桁違いという、歴然たる違いがある。つ

まり、「ビッグデータ革命」の本質は、それ以前の状況では、出来ることならやりたかったが、技術

的・環境的な制約から実現不可能、あるいは、実現コストが現実的な範疇になくて実施困難だった

状況把握や分析が、実現可能なものとして現出したという点に見出せるのである。 

■ 情報の選抜収集から網羅収集へ ■ 

非接触型 IC カードシステムの利用習慣の拡大に加えて、おさいふケータイやスマートフォンの

爆発的普及と高速モバイルデータ通信網の整備によって、今日、ユーザの情報行動や消費・生活

行動の多くを個別に識別・追跡することが可能になっている。また、マイクロサイズのチップを含め、

多様な形態の RFID が低廉に提供され始めたことで、私たちの生活環境には、サイズの大小や商

品価値を問わず、さまざまな物品を個別に識別し、流通を追跡することも、ごく小額の追加投資を

行うだけで可能な状況が現出している。このようにして、ICチップや RFタグによる固体識別機能が

日常社会のそこここに導入され利用されるようになっていくと、これまでは実現不可能だった、私た

ちの日常を構成する、さまざまな情報を網羅的に収集・蓄積するシステムを構築することが現実的

な選択肢として見えてくる。この、実社会を構成する諸情報の網羅収集が可能になるという点が、

上で述べた「ビッグデータ革命」の本質、ビッグデータなるものが社会にもたらすパラダイムシフトの

勘所といえるだろう。 

統計による社会調査にせよ、特定のテーマに関して実施される全数調査にせよ、従来、私たち

が社会を把握するために利用してきた情報は、特定の目的にそって切り出した、選抜収集された

情報でしかなかった。つまり、すべての調査は押し並べて、誰かが能動的にアクションを起こし、人

的資源を消費して都度情報を収集することから始まっていたといえる。こちらが気付かないうちに、

勝手に情報を収拾される可能性はあるとしても、それは範囲を限定した収集だという点では、やは

り選抜型の情報収集ということになる。 

この観点から考えると、これまでの個人情報保護やプライバシーの概念は、「情報は基本的に選

抜収集される」という認識を出発点として構築されてきたものだということが出来るだろう。自分にま



つわるあれこれを見せる・見せないの選択肢は、究極的には各個人の側にあり、意味なく無用な注

目を浴びないですむよう、望まぬ状況で情報の選抜収集の対象に取り上げられないですむように

保護してもらう仕組みが、「放っておかれる」権利としてのプライバシー権であり、情報保護関連の

諸制度でもあったと考えられる。 

しかし、商品の在庫管理や会計などに、RF タグや ICチップが用いられる仕組みが普及していく

ほどに、さまざまな情報は、包括的網羅的に記録されることが必須になっていく。つまり、デジタル

化の進展した現代社会においては、今後、情報を記録・収集することが特別な状況ではなく、常態

化し、これまでの「常識」とはまさに真逆の状況へ社会が移行していくことが予想されるのである。 

■ 過渡期の現状に関する考察と本報告の課題 ■ 

さて、このような観点を踏まえてビッグデータ関連の言説を追ってみても、現状、一部専門家の

言説を除けば、この、情報がどのように記録・収集されるのかという点に関するパラダイムシフトをき

ちんと指摘・把握している言説は未だ希少であるのが実情である。また、展開されている議論など

を追うと、ポジショントークも含んで、論点が絡み合う、複雑な議論が展開されているものも少なくな

い現状が見えてくる。 

今年のはじめに、「プライバシーフリーク」ということばで、懸念派がビッグデータなどの利活用の

動きに不当に干渉し、水を差す動きをしていると批判する動きがあった。確かに、推進派・懐疑派

が、それぞれの懸念から可能性を含んだ推論を展開していくと、最終的には悪魔の論争的な、極

論のぶつけ合いになってしまうこともわからなくはない。ただ、電子的な固体識別機能の利用が今

後進んでいけば、日常の生活空間維持に、望むと望まざるとに関わらず、各種の情報を追跡・記

録されてしまう状況が求められるようになっていく可能性は否めない。現時点においても、モバイル

端末の日常的利用がキャズムを超えて普及していったことで、各種のネットサービス上に「いつ・ど

こで・何をしたか or しゃべったか」といった実社会での行動と密接に関連した情報群が、リアルタ

イムに収集・記録される状況が限定的にではあるものの現出している。こうした過渡期の状況で生

じている諸事象を踏まえつつ、ビッグデータの本格的な利活用が始まる前の時点で、ビッグデータ

として活用される大元の情報が収集される仕組みを精査し、収集過程や利活用の局面で個人のプ

ライバシーが不当に侵害される可能性があるかないかを確認して、そこから、これらの仕組みを利

用した場合のリスクの有無や概略、状況に応じたリスクの回避や軽減方法などを考えていくことが、

重要な論点になるだろう。 

今日の多機能携帯電話やスマートフォンの祖である、個人電話と PIM は、いずれも個人が第３

者の視線が原則存在しない、プライベートな状況での利用を基本とした情報機器だった。それゆえ、

多機能携帯電話やスマートフォンといった統合型情報端末も、基本的には、プライベートな状況で

の利用が基本の機材として意識されることになるだろう。しかし、現在の情報端末の利用状況を鑑

みれば、そこにはプライベートと公的な状況が複雑に絡み合って存在していることも見えてくる。

Twitter や FaceBook を舞台とした昨今の舌禍事件は、こうしたプライベートとパブリックの境界線を



見誤った振る舞いの結果とみることができよう。また、日常的な生活シーンの中でモバイル情報端

末を利用する状況が増えてきた結果、ネットとリアルの境界線も混濁し、ネットの情報利用とリアル

の生活行動が相互に絡み合う、拡張現実（AR）的な状況が生成されることも増えてきている。この

ように、私たちの情報環境は現在、さまざまな状況で連続と非連続の変化を孕んで動いている。私

たちは法的な対応や利用規約、あるいは不文律や自主的なローカルルールといったさまざまな規

範を援用しながら、各々の基準に照らして情報行動を行っているわけだが、現状を鑑みると、場当

たり的な対処ではなく、先々を見据えた抜本的な議論と対処が求められているといえる。本報告が

そうした議論や活動の一助になればと思う。 

今回の報告は、メディアの報道や各種ソーシャルメディア上で個人的にチェックした言説といっ

た限定的な情報に立脚して考察に留まってしまった。今後はアンケートなども含んで、より実態的

な譲許把握を試みていきたいと考えている。 
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